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○鋸南町介護職員初任者研修等受講費等助成事業実施要綱 

平成30年３月23日鋸南町告示第14号 

鋸南町介護職員初任者研修等受講費等助成事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第22条の23第１項に規定す

る介護職員初任者研修課程の研修（以下「初任者研修」という。）又は社会福祉士及び介護福祉

士法（昭和62年法律第30号）第40条第２項第５号に規定する介護の実務経験を３年以上有する者

が介護福祉士の受験資格を取得するための研修（以下「実務者研修」という。）を修了し、かつ、

介護施設等に就労している者に対し、予算の範囲内において、初任者研修又は実務者研修に要し

た費用の一部を助成することにより、本町における介護施設等に係る雇用の確保及び介護保険サ

ービスの供給の安定を図ることを目的とする。 

（介護施設等） 

第２条 この要綱において、介護施設等とは、次の各号のいずれかに該当する事業所又は施設をい

う。 

(１) 介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第８条第１項に規定する居宅サ

ービス（訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、福祉用具貸与及び特定福祉

用具販売を除く。）若しくは同条第14項に規定する地域密着型サービスを行う事業所、同条第

27項に規定する介護老人福祉施設又は同条第28項に規定する介護老人保健施設 

(２) 法第８条の２第１項に規定する介護予防サービス（介護予防訪問看護、介護予防訪問リハ

ビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用

具販売を除く。）又は同条第12項に規定する地域密着型介護予防サービスを行う事業所 

（交付対象者） 

第３条 助成金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、第６条第１項に規定す

る申請の日（以下「申請日」という。）において、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(１) 介護施設等に就労中に初任者研修又は実務者研修を修了し、介護職員として引き続き就労

している者又は初任者研修若しくは実務者研修を修了した日（以下「修了日」という。）の翌

日から起算して６月以内に介護施設等に介護職員として雇用され、現に就労している者 

(２) 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）に基づき本町の住民基本台帳に記録されている者 

(３) 初任者研修又は実務者研修の受講に係る国及び他の地方公共団体からの経費の助成（以下

「公的助成」という。）を受けない者 
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(４) 町税（鋸南町税条例（昭和35年条例第６号）に規定する町税をいう。）に滞納がない者 

（助成対象費用） 

第４条 助成金の交付の対象となる費用は初任者研修又は実務者研修に係る受講費及び教材費（以

下「受講費等」という。）とする。 

（助成金の額） 

第５条 助成金の額は、受講費等（交付対象者が受講費等について公的助成以外の助成を受けてい

るときは、当該助成金を控除した額）の２分の１の額（その額に100円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額）とし、その限度額は次の各号に掲げるものとする。 

(１) 初任者研修の場合 ５万円 

(２) 実務者研修の場合 10万円 

（交付の申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者は、鋸南町介護職員（初任者・実務者）研修受講費等助

成金交付申請書（別記第１号様式）に、次に掲げる書類を添付して、町長に提出しなければなら

ない。ただし、助成金の交付を受けようとする者が、当該者の町税の納付状況について、町の職

員が町の保有する公簿等により確認することに同意するときは、第４号に掲げる書類の添付を省

略することができる。 

(１) 研修を行った団体が発行する受講費等の領収書 

(２) 研修を行った団体が発行する修了証明書の写し 

(３) 介護施設等が発行する就労証明書（申請日の前14日以内に証明されたもの） 

(４) 町税に関する納税証明書（申請日の前１月以内に証明されたもの） 

(５) その他町長が必要と認める書類 

２ 前項に規定する申請は、修了日の翌日から起算して６月以内に行わなければならない。 

（交付の決定等） 

第７条 町長は、前条第１項に規定する申請があったときは、その内容を審査し、助成金の交付の

可否及び交付するときにおける助成金の額を決定し、鋸南町介護職員（初任者・実務者）研修受

講費等助成金交付（不交付）決定通知書（別記第２号様式）により申請者に通知するものとする。 

（助成金の請求） 

第８条 前条の規定による通知を受けた者が助成金の交付の請求をするときは、助成金の交付の決

定（以下「交付決定」という。）の日から30日以内に、鋸南町介護職員（初任者・実務者）研修

受講費等助成金交付請求書（別記第３号様式）を町長に提出しなければならない。 
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２ 町長は、前項に規定する請求があったときは、速やかに助成金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第９条 町長は、交付決定を受けた者が次のいずれかに該当する場合は、当該交付決定を取り消す

ことができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により交付決定を受けたとき 

(２) その他町長が相当の理由があると認めたとき 

（助成金の返還） 

第10条 町長は、前条の規定により交付決定を取り消したときは、受給者が既に受領している助成

金を返還させることができる。 

（補則） 

第11条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示は、平成30年４月１日以後に初任者研修又は実務者研修を修了した者に係る受講費等

について適用する。 
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別記第１号様式 
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別記第２号様式 
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別記第３号様式 

 


